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(57)【要約】
【課題】高純度のビスフェノール化合物を取り扱い性に
優れた結晶形で簡便にかつ高収率に得る方法を提供する
。
【解決手段】脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含
む溶媒から、下記式（１）で表されるビスフェノール化
合物を析出させる工程を含むビスフェノール化合物の製
造方法。

［式（１）中、Ｒ１は、炭素数７～１９のアルキル基を
表し、Ｒ２は、水素原子もしくは炭素数１～１９のアル
キル基を表し、Ｒ３～Ｒ６はそれぞれ独立に、水素原子
またはメチル基を表す。］
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含む溶媒の溶液から、下記式（１）で表される
ビスフェノール化合物を析出させる工程を含むことを特徴とするビスフェノール化合物の
製造方法。
【化１】

［式（１）中、Ｒ１は、炭素数７～１９のアルキル基を表し、Ｒ２は、水素原子もしくは
炭素数１～１９のアルキル基を表し、Ｒ３～Ｒ６はそれぞれ独立に、水素原子またはメチ
ル基を表す。］
【請求項２】
　前記脂肪族アルコール溶媒が炭素数３～１０の分岐状アルコール溶媒であることを特徴
とする、請求項１に記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【請求項３】
　前記脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含む溶媒が、前記脂肪族アルコール溶媒と
炭化水素溶媒とをそれぞれ少なくとも一種ずつ含む溶媒であることを特徴とする、請求項
１または２に記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【請求項４】
　前記式（１）におけるＲ２が水素原子であることを特徴とする、請求項１～３のいずれ
か一項に記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【請求項５】
　前記式（１）におけるＲ３～Ｒ６が水素原子であることを特徴とする、請求項４に記載
のビスフェノール化合物の製造方法。
【請求項６】
　ＣｕＫα線による粉末Ｘ線回折法における回折角２θ＝４．２５±０．１５°および２
θ＝８．４５±０．２０°の範囲内にそれぞれ少なくとも一つのＸ線回折ピークを有する
ことを特徴とする、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ドデカンの結晶体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はビスフェノール化合物の製造方法に関する。詳しくは、精製効率に優れたビス
フェノール化合物の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビスフェノール化合物は、ポリカーボネート樹脂などの熱可塑性樹脂や、エポキシ樹脂
などの熱硬化性樹脂などの原料として広く用いられている有用な化合物である。特に柔軟
な長鎖アルキル基を有するビスフェノール化合物は、低融点かつ流動性に優れることが期
待され、また、樹脂としたときに柔軟なアルキル基に由来する弾性の発現が期待されるな
ど、有用な物性を与えることが予想されることから、特に重要な化合物である。そしてこ
のようなビスフェノール化合物を原料に用いた樹脂は、自動車、電気電子、住宅・建材を
はじめとする様々な分野に応用することができ、特に近年、電気電子機器部品の分野にお
いて要求される機器の小型化、高性能化の要求に対し、柔軟性、耐熱性、吸水特性に優れ
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【０００３】
　ところで、このようなビスフェノール化合物の製造は通常、ビスフェノール化合物を含
む混合物を溶媒に溶解させた後にビスフェノール化合物を析出させ、副生物を分離する晶
析工程を経ることを特徴とする。例えば、長鎖アルキル基を有するビスフェノール化合物
の製造方法として、特許文献１には、含塩素溶媒である塩化メチレンからの晶析により、
長鎖アルキル基を有するビスフェノール化合物である１，１－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）ドデカンや１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）オクタデカンを製造する方法
が開示されている。また、特許文献２には、芳香族炭化水素溶媒であるトルエンからの晶
析により長鎖アルキル基を有するビスフェノール化合物である１，１－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）ヘキサンを製造する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭５９－１３１６２３号公報
【特許文献２】中国特許出願公開第１５５７７９７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、本発明者が鋭意検討した結果、特許文献１や２の方法では副生物が残留
する傾向があり、ビスフェノール化合物の精製効果は必ずしも高くなく、高純度なビスフ
ェノール化合物を得るためには複数回の精製を必要とする傾向が見出された。さらに、特
許文献１や２の方法では、ビスフェノール化合物の精製過程における溶媒へのビスフェノ
ール化合物の溶解によるロスが多く、単離収率が低下する傾向があることが明らかとなっ
た。このことから、従来法では、簡便かつ高収率でビスフェノール化合物を精製すること
ができないという課題が見出された。
【０００６】
　本発明は、上記課題に鑑み、精製効率に優れたビスフェノール化合物の製造方法、即ち
、高純度のビスフェノール化合物を、取り扱い性に優れた結晶形で簡便にかつ高収率に得
ることができるビスフェノール化合物の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、鋭意検討を重ねた結果、特定のビスフェノール化合物を特定の溶媒を含む
溶媒から析出させる工程を経ることで、高純度なビスフェノール化合物を容易に製造でき
ることを見出し、本発明を完成させるに至った。
　すなわち、本発明の要旨は、以下の［１］～［６］に存する。
【０００８】
［１］　脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含む溶媒の溶液から、下記式（１）で表
されるビスフェノール化合物を析出させる工程を含むことを特徴とするビスフェノール化
合物の製造方法。
【０００９】
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【化１】

【００１０】
［式（１）中、Ｒ１は、炭素数７～１９のアルキル基を表し、Ｒ２は、水素原子もしくは
炭素数１～１９のアルキル基を表し、Ｒ３～Ｒ６はそれぞれ独立に、水素原子またはメチ
ル基を表す。］
【００１１】
［２］　前記脂肪族アルコール溶媒が炭素数３～１０の分岐状アルコール溶媒であること
を特徴とする、［１］に記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【００１２】
［３］　前記脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含む溶媒が、前記脂肪族アルコール
溶媒と炭化水素溶媒とをそれぞれ少なくとも一種ずつ含む溶媒であることを特徴とする、
［１］または［２］に記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【００１３】
［４］　前記式（１）におけるＲ２が水素原子であることを特徴とする、［１］～［３］
のいずれかに記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【００１４】
［５］　前記式（１）におけるＲ３～Ｒ６が水素原子であることを特徴とする、［４］に
記載のビスフェノール化合物の製造方法。
【００１５】
［６］　ＣｕＫα線による粉末Ｘ線回折法における回折角２θ＝４．２５±０．１５°お
よび２θ＝８．４５±０．２０°の範囲内にそれぞれ少なくとも一つのＸ線回折ピークを
有することを特徴とする、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ドデカンの結晶体。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、精製効率に優れたビスフェノール化合物の製造方法が提供される。即
ち、本発明によれば、高純度のビスフェノール化合物を、取り扱い性に優れた結晶形で簡
便にかつ高収率に得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実施例１で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折パターンである。
【図２】実施例２で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折パターンである。
【図３】実施例３で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折パターンである。
【図４】実施例４で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折パターンである。
【図５】比較例１で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折パターンである。
【図６】比較例２で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折パターンである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施の形態の一例であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の記載内容に限
定されるものではない。なお、本明細書において「～」という表現を用いる場合、その前
後の数値または物性値を含む表現として用いるものとする。
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【００１９】
［メカニズム］
　本発明のビスフェノール化合物の製造方法は、以下に説明する特定のビスフェノール化
合物を、脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含む溶媒の溶液から析出させる工程を含
む。
　このように、脂肪族アルコール溶媒を少なくとも一種含む溶媒の溶液から目的のビスフ
ェノール化合物を析出させる本発明のビスフェノール化合物の製造方法が、当該ビスフェ
ノール化合物の精製効率に優れるメカニズムについては、以下の通り考えられる。
【００２０】
　以下に示す式（１）で表されるビスフェノール化合物は、極性のフェノール構造と、非
極性の長鎖アルキル部位を有している。そのため、フェノール構造と脂肪族アルコール溶
媒とが相互作用しやすく、さらに相互作用した部分と非極性の長鎖アルキル部位が反発し
てそれぞれで集合し粉体として析出することで、他の溶媒で析出させた場合とは異なる特
異な結晶体を作りやすいと考えられる。そのため、他の副生物に対し当該ビスフェノール
化合物のみ特異的に脂肪族アルコール溶媒への溶解性を低下させることができることから
、精製効率が向上したと考えられる。
【００２１】
［フェノール化合物］
＜構造＞
　本発明のビスフェノール化合物の製造方法で製造されるビスフェノール化合物（以下、
本発明のフェノール化合物と呼称）は、下記式（１）で表されることを特徴とする。
【００２２】
【化２】

【００２３】
［式（１）中、Ｒ１は、炭素数７～１９のアルキル基を表し、Ｒ２は、水素原子もしくは
炭素数１～１９のアルキル基を表し、Ｒ３～Ｒ６はそれぞれ独立に、水素原子もしくはメ
チル基を表す。］
【００２４】
　上記式中、Ｒ１は炭素数７～１９のアルキル基を表す。Ｒ１の炭素数が前記下限値以上
であることで、本発明のフェノール化合物を樹脂原料として用いた場合、得られた樹脂が
柔軟性や低吸水性などの優れた特性を発現しやすい点で好ましく、前記上限値以下である
ことで、本発明のフェノール化合物を樹脂原料として用いた場合、得られた樹脂が機械強
度や耐熱性などの面で優れた特性を発現しやすい点で好ましい。また、Ｒ１の炭素数が前
記下限値および上限値の範囲内であることで、本発明のフェノール化合物が低融点性を発
現しやすくなり特定の顕色剤としても好適に用いることができるようになる。
【００２５】
　Ｒ１の炭素数７～１９のアルキル基としては、好ましくは直鎖状又は分岐状のアルキル
基、一部環状構造を有するアルキル基などが挙げられるが、なかでも原料が入手しやすく
本発明のフェノール化合物が入手容易となる点、および本発明のフェノール化合物を樹脂
原料として用いた場合、得られた樹脂が柔軟性などの優れた特性をより発現しやすい点で
、直鎖状又は分岐状アルキル基であることが好ましく、直鎖状アルキル基であることがさ
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らに好ましい。
【００２６】
　Ｒ１の直鎖状アルキル基の具体例としては、ｎ－へプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノ
ニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－テ
トラデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－オ
クタデシル基、ｎ－ノナデシル基などが挙げられるが、ｎ－へプチル基、ｎ－オクチル基
、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－ヘキサデシル
基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－オクタデシル基などの炭素数７～１８の直鎖状アルキル基
が好ましく、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基の炭素数
８～１１の直鎖状アルキル基がより好ましく、ｎ－ウンデシル基が特に好ましい。
【００２７】
　Ｒ１の分岐状アルキル基の具体例としては、メチルヘキシル基、メチルへプチル基、メ
チルオクチル基、メチルノニル基、メチルデシル基、メチルウンデシル基、メチルドデシ
ル基、メチルトリデシル基、メチルテトラデシル基、メチルペンタデシル基、メチルヘキ
サデシル基、メチルヘプタデシル基、メチルオクタデシル基；
　ジメチルペンチル基、ジメチルヘキシル基、ジメチルへプチル基、ジメチルオクチル基
、ジメチルノニル基、ジメチルデシル基、ジメチルウンデシル基、ジメチルドデシル基、
ジメチルトリデシル基、ジメチルテトラデシル基、ジメチルペンタデシル基、ジメチルヘ
キサデシル基、ジメチルヘプタデシル基；
　トリメチルヘキシル基、トリメチルへプチル基、トリメチルオクチル基、トリメチルノ
ニル基、トリメチルデシル基、トリメチルウンデシル基、トリメチルドデシル基、トリメ
チルトリデシル基、トリメチルテトラデシル基、トリメチルペンタデシル基、トリメチル
ヘキサデシル基；
　エチルペンチル基、エチルヘキシル基、エチルへプチル基、エチルオクチル基、エチル
ノニル基、エチルデシル基、エチルウンデシル基、エチルドデシル基、エチルトリデシル
基、エチルテトラデシル基、エチルペンタデシル基、エチルヘキサデシル基、エチルヘプ
タデシル基；
　プロピルヘキシル基、プロピルへプチル基、プロピルオクチル基、プロピルノニル基、
プロピルデシル基、プロピルウンデシル基、プロピルドデシル基、プロピルトリデシル基
、プロピルテトラデシル基、プロピルペンタデシル基、プロピルヘキサデシル基、；
　ブチルヘキシル基、ブチルへプチル基、ブチルオクチル基、ブチルノニル基、ブチルデ
シル基、ブチルウンデシル基、ブチルドデシル基、ブチルトリデシル基、ブチルテトラデ
シル基、ブチルペンタデシル基；
などが挙げられる。
【００２８】
　これらのうち、エチルペンチル基、エチルヘキシル基、エチルへプチル基、エチルオク
チル基、エチルウンデシル基、エチルペンタデシル基等の炭素数７～１８の分岐アルキル
基が好ましく、エチルペンチル基、エチルヘキシル基がより好ましく、エチルペンチル基
が特に好ましい。
【００２９】
　なお、上記分岐アルキル基の例において、分岐の位置は任意である。
【００３０】
　Ｒ１の一部環状構造を有するアルキル基の具体例としては、シクロヘプチル基、シクロ
オクチル基、シクロノニル基、シクロデシル基、シクロウンデシル基、シクロドデシル基
；
　シクロヘキシルメチル基、シクロヘプチルメチル基、シクロオクチルメチル基、シクロ
ノニルメチル基、シクロデシルメチル基、シクロウンデシルメチル基、シクロドデシルメ
チル基；
　シクロヘキシルエチル基、シクロヘプチルエチル基、シクロオクチルエチル基、シクロ
ノニルエチル基、シクロデシルエチル基、シクロウンデシルエチル基、シクロドデシルエ
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チル基；
　シクロヘキシルプロピル基、シクロヘプチルプロピル基、シクロオクチルプロピル基、
シクロノニルプロピル基、シクロデシルプロピル基、シクロウンデシルプロピル基、シク
ロドデシルプロピル基；
　メチルシクロヘキシル基、メチルシクロヘプチル基、メチルシクロオクチル基、メチル
シクロノニル基、メチルシクロデシル基、メチルシクロウンデシル基、メチルシクロドデ
シル基；
　ジメチルシクロヘキシル基、ジメチルシクロヘプチル基、ジメチルシクロオクチル基、
ジメチルシクロノニル基、ジメチルシクロデシル基、ジメチルシクロウンデシル基、ジメ
チルシクロドデシル基；
　エチルシクロヘキシル基、エチルシクロヘプチル基、エチルシクロオクチル基、エチル
シクロノニル基、エチルシクロデシル基、エチルシクロウンデシル基、エチルシクロドデ
シル基；
　プロピルシクロヘキシル基、プロピルシクロヘプチル基、プロピルシクロオクチル基、
プロピルシクロノニル基、プロピルシクロデシル基、プロピルシクロウンデシル基、プロ
ピルシクロドデシル基；
　ヘキシルシクロヘキシル基、ヘキシルシクロヘプチル基、ヘキシルシクロオクチル基、
ヘキシルシクロノニル基、ヘキシルシクロデシル基、ヘキシルシクロウンデシル基、ヘキ
シルシクロドデシル基；
　メチルシクロヘキシルメチル基、メチルシクロヘプチルメチル基、メチルシクロオクチ
ルメチル基、メチルシクロノニルメチル基、メチルシクロデシルメチル基、メチルシクロ
ウンデシルメチル基、メチルシクロドデシルメチル基；
　メチルシクロヘキシルエチル基、メチルシクロヘプチルエチル基、メチルシクロオクチ
ルエチル基、メチルシクロノニルエチル基、メチルシクロデシルエチル基、メチルシクロ
ウンデシルエチル基、メチルシクロドデシルエチル基；
　メチルシクロヘキシルプロピル基、メチルシクロヘプチルプロピル基、メチルシクロオ
クチルプロピル基、メチルシクロノニルプロピル基、メチルシクロデシルプロピル基、メ
チルシクロウンデシルプロピル基、メチルシクロドデシルプロピル基；
　ジメチルシクロヘキシルメチル基、ジメチルシクロヘプチルメチル基、ジメチルシクロ
オクチルメチル基、ジメチルシクロノニルメチル基、ジメチルシクロデシルメチル基、ジ
メチルシクロウンデシルメチル基、ジメチルシクロドデシルメチル基；
　ジメチルシクロヘキシルエチル基、ジメチルシクロヘプチルエチル基、ジメチルシクロ
オクチルエチル基、ジメチルシクロノニルエチル基、ジメチルシクロデシルエチル基、ジ
メチルシクロウンデシルエチル基、ジメチルシクロドデシルエチル基；
　ジメチルシクロヘキシルプロピル基、ジメチルシクロヘプチルプロピル基、ジメチルシ
クロオクチルプロピル基、ジメチルシクロノニルプロピル基、ジメチルシクロデシルプロ
ピル基、ジメチルシクロウンデシルプロピル基、ジメチルシクロドデシルプロピル基、シ
クロヘキシルシクロヘキシル基；
などが挙げられる。
【００３１】
　これらのうち、シクロヘプチル基、シクロオクチル基、シクロノニル基、シクロデシル
基、シクロヘキシルメチル基、シクロヘプチルメチル基、シクロオクチルメチル基、シク
ロノニルメチル基、シクロヘキシルエチル基、シクロヘプチルエチル基、シクロオクチル
エチル基、シクロヘキシルメチル基、シクロヘプチルメチル基、シクロオクチルメチル基
等の炭素数７～１０の一部環状構造を有するアルキル基が好ましく、シクロヘプチル基、
シクロオクチル基がより好ましい。
【００３２】
　なお、上記一部環状構造を有するアルキル基において、置換基の置換位置は任意である
。
【００３３】
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　前記式中、Ｒ２は水素原子もしくは炭素数１～１９のアルキル基を表す。Ｒ２がアルキ
ル基の場合、その炭素数が前記上限値以下であることで、本発明のフェノール化合物を樹
脂原料として用いた場合、得られた樹脂が機械強度や耐熱性などの面で優れた特性を発現
しやすい点で好ましい。さらに、炭素数が前記上限値以下であることで、低融点性を発現
しやすくなり特定の顕色剤としても好適に用いることができるようになる。Ｒ２は、原料
が入手容易であり本発明のフェノール化合物を入手しやすい点、および本発明のフェノー
ル化合物を樹脂原料として用いた場合、得られた樹脂が機械強度や耐熱性などの面で優れ
た特性を発現しやすい点で、水素原子もしくは炭素数１２以下のアルキル基であることが
好ましく、水素原子もしくは炭素数６以下のアルキル基であることが特に好ましく、水素
原子もしくはメチル基であることがさらに好ましく、水素原子であることがより好ましい
。
【００３４】
　Ｒ２の炭素数１～１９のアルキル基としては、好ましくは直鎖状又は分岐状のアルキル
基、一部環状構造を有するアルキル基などが挙げられるが、なかでも原料が入手しやすく
本発明のフェノール化合物が入手容易となる点、および本発明のフェノール化合物を樹脂
原料として用いた場合、得られた樹脂が柔軟性などの優れた特性をより発現しやすい点で
、直鎖状又は分岐状アルキル基であることが好ましく、直鎖状アルキル基がさらに好まし
い。
【００３５】
　Ｒ２の直鎖状アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ
－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－へプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－
ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－
テトラデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－
オクタデシル基、ｎ－ノナデシル基などが挙げられるが、メチル基、エチル基、ブチル基
、ウンデシル基などの炭素数１～１２の直鎖状アルキル基が好ましく、メチル基が特に好
ましい。
【００３６】
　Ｒ２の分岐状アルキル基の具体例としては、イソプロピル基、メチルプロピル基、メチ
ルブチル基、メチルペンチル基、メチルヘキシル基、メチルへプチル基、メチルオクチル
基、メチルノニル基、メチルデシル基、メチルウンデシル基、メチルドデシル基、メチル
トリデシル基、メチルテトラデシル基、メチルペンタデシル基、メチルヘキサデシル基、
メチルヘプタデシル基、メチルオクタデシル基；
　ｔ－ブチル基、ジメチルエチル基、メチルプロピル基、ジメチルブチル基、ジメチルペ
ンチル基、ジメチルヘキシル基、ジメチルへプチル基、ジメチルオクチル基、ジメチルノ
ニル基、ジメチルデシル基、ジメチルウンデシル基、ジメチルドデシル基、ジメチルトリ
デシル基、ジメチルテトラデシル基、ジメチルペンタデシル基、ジメチルヘキサデシル基
、ジメチルヘプタデシル基；
　トリメチルプロピル基、トリメチルブチル基、トリメチルペンチル基、トリメチルヘキ
シル基、トリメチルへプチル基、トリメチルオクチル基、トリメチルノニル基、トリメチ
ルデシル基、トリメチルウンデシル基、トリメチルドデシル基、トリメチルトリデシル基
、トリメチルテトラデシル基、トリメチルペンタデシル基、トリメチルヘキサデシル基；
　エチルプロピル基、エチルブチル基、エチルペンチル基、エチルヘキシル基、エチルへ
プチル基、エチルオクチル基、エチルノニル基、エチルデシル基、エチルウンデシル基、
エチルドデシル基、エチルトリデシル基、エチルテトラデシル基、エチルペンタデシル基
、エチルヘキサデシル基、エチルヘプタデシル基；
　プロピルブチル基、プロピルペンチル基、プロピルヘキシル基、プロピルへプチル基、
プロピルオクチル基、プロピルノニル基、プロピルデシル基、プロピルウンデシル基、プ
ロピルドデシル基、プロピルトリデシル基、プロピルテトラデシル基、プロピルペンタデ
シル基、プロピルヘキサデシル基、；
　ブチルペンチル基、ブチルヘキシル基、ブチルへプチル基、ブチルオクチル基、ブチル
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ノニル基、ブチルデシル基、ブチルウンデシル基、ブチルドデシル基、ブチルトリデシル
基、ブチルテトラデシル基、ブチルペンタデシル基；
などが挙げられる。
【００３７】
　これらのうち、エチルペンチル基、エチルヘキシル基、エチルへプチル基、エチルオク
チル基、エチルウンデシル基、エチルペンタデシル基等の炭素数７～１８の分岐アルキル
基が好ましく、エチルペンチル基、エチルヘキシル基がより好ましく、エチルペンチル基
が特に好ましい。なお、上記分岐アルキル基の例において、分岐の位置は任意である。
【００３８】
　Ｒ２の一部環状構造を有するアルキル基の具体例としては、シクロプロピル基、シクロ
ブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基
、シクロノニル基、シクロデシル基、シクロウンデシル基、シクロドデシル基；
　シクロプロピルメチル基、シクロブチルメチル基、シクロペンチルメチル基、シクロヘ
キシルメチル基、シクロヘプチルメチル基、シクロオクチルメチル基、シクロノニルメチ
ル基、シクロデシルメチル基、シクロウンデシルメチル基、シクロドデシルメチル基；
　シクロプロピルエチル基、シクロブチルエチル基、シクロペンチルエチル基、シクロヘ
キシルエチル基、シクロヘプチルエチル基、シクロオクチルエチル基、シクロノニルエチ
ル基、シクロデシルエチル基、シクロウンデシルエチル基、シクロドデシルエチル基；
　シクロプロピルプロピル基、シクロブチルプロピル基、シクロペンチルプロピル基、シ
クロヘキシルプロピル基、シクロヘプチルプロピル基、シクロオクチルプロピル基、シク
ロノニルプロピル基、シクロデシルプロピル基、シクロウンデシルプロピル基、シクロド
デシルプロピル基；
　メチルシクロプロピル基、メチルシクロブチル基、メチルシクロペンチル基、メチルシ
クロヘキシル基、メチルシクロヘプチル基、メチルシクロオクチル基、メチルシクロノニ
ル基、メチルシクロデシル基、メチルシクロウンデシル基、メチルシクロドデシル基；
　ジメチルシクロプロピル基、ジメチルシクロブチル基、ジメチルシクロペンチル基、ジ
メチルシクロヘキシル基、ジメチルシクロヘプチル基、ジメチルシクロオクチル基、ジメ
チルシクロノニル基、ジメチルシクロデシル基、ジメチルシクロウンデシル基、ジメチル
シクロドデシル基；
　エチルシクロプロピル基、エチルシクロブチル基、エチルシクロペンチル基、エチルシ
クロヘキシル基、エチルシクロヘプチル基、エチルシクロオクチル基、エチルシクロノニ
ル基、エチルシクロデシル基、エチルシクロウンデシル基、エチルシクロドデシル基；
　プロピルシクロプロピル基、プロピルシクロブチル基、プロピルシクロペンチル基、プ
ロピルシクロプロピル基、プロピルシクロブチル基、プロピルシクロペンチル基、プロピ
ルシクロヘキシル基、プロピルシクロヘプチル基、プロピルシクロオクチル基、プロピル
シクロノニル基、プロピルシクロデシル基、プロピルシクロウンデシル基、プロピルシク
ロドデシル基；
　ヘキシルシクロヘキシル基、ヘキシルシクロヘプチル基、ヘキシルシクロオクチル基、
ヘキシルシクロノニル基、ヘキシルシクロデシル基、ヘキシルシクロウンデシル基、ヘキ
シルシクロドデシル基；
　メチルシクロヘキシルメチル基、メチルシクロヘプチルメチル基、メチルシクロオクチ
ルメチル基、メチルシクロノニルメチル基、メチルシクロデシルメチル基、メチルシクロ
ウンデシルメチル基、メチルシクロドデシルメチル基；
　メチルシクロヘキシルエチル基、メチルシクロヘプチルエチル基、メチルシクロオクチ
ルエチル基、メチルシクロノニルエチル基、メチルシクロデシルエチル基、メチルシクロ
ウンデシルエチル基、メチルシクロドデシルエチル基；
　メチルシクロヘキシルプロピル基、メチルシクロヘプチルプロピル基、メチルシクロオ
クチルプロピル基、メチルシクロノニルプロピル基、メチルシクロデシルプロピル基、メ
チルシクロウンデシルプロピル基、メチルシクロドデシルプロピル基；
　ジメチルシクロヘキシルメチル基、ジメチルシクロヘプチルメチル基、ジメチルシクロ
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オクチルメチル基、ジメチルシクロノニルメチル基、ジメチルシクロデシルメチル基、ジ
メチルシクロウンデシルメチル基、ジメチルシクロドデシルメチル基；
　ジメチルシクロヘキシルエチル基、ジメチルシクロヘプチルエチル基、ジメチルシクロ
オクチルエチル基、ジメチルシクロノニルエチル基、ジメチルシクロデシルエチル基、ジ
メチルシクロウンデシルエチル基、ジメチルシクロドデシルエチル基；
　ジメチルシクロヘキシルプロピル基、ジメチルシクロヘプチルプロピル基、ジメチルシ
クロオクチルプロピル基、ジメチルシクロノニルプロピル基、ジメチルシクロデシルプロ
ピル基、ジメチルシクロウンデシルプロピル基、ジメチルシクロドデシルプロピル基、シ
クロヘキシルシクロヘキシル基；
などが挙げられる。
【００３９】
　これらのうち、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基、シクロノニ
ル基、シクロデシル基、シクロヘキシルメチル基、シクロヘプチルメチル基、シクロオク
チルメチル基、シクロノニルメチル基、シクロヘキシルエチル基、シクロヘプチルエチル
基、シクロオクチルエチル基、シクロヘキシルメチル基、シクロヘプチルメチル基、シク
ロオクチルメチル基等の炭素数６～１０の一部環状構造を有するアルキル基が好ましく、
シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基がより好ましい。
【００４０】
　なお、上記一部環状構造を有するアルキル基において、置換基の置換位置は任意である
。
【００４１】
　前記式中、Ｒ３～Ｒ６はそれぞれ独立に、水素原子またはメチル基を表す。Ｒ３～Ｒ６

がこれらの置換基であることで、本発明のフェノール化合物を樹脂原料とした場合に、得
られた樹脂が機械強度や耐熱性などの優れた特性を発現しやすい点で好ましい。これらの
うち、Ｒ３とＲ５、およびＲ４とＲ６がそれぞれ同一であることが、原料が入手しやすく
本発明のフェノール化合物が入手容易となる点、および本発明のフェノール化合物を精製
する際に精製効率をより高められる点で好ましく、Ｒ４とＲ６が水素原子であることがよ
り好ましく、Ｒ３～Ｒ６は全て水素原子であることが特に好ましい。
【００４２】
＜融点＞
　本発明のフェノール化合物は通常室温で固体となる。その融点は特に規定されないが、
通常３０℃以上、好ましくは４０℃以上、さらに好ましくは５０℃以上、特に好ましくは
６０℃以上である。一方、通常１８０℃以下、好ましくは１７０℃以下、さらに好ましく
は１６０℃以下、特に好ましくは１５０℃以下である。融点が前記下限値以上であること
で、本発明のフェノール化合物を室温で粉体としての取り扱うことが容易となり、好まし
い。一方融点が前記上限値以下であることで、本発明のフェノール化合物を樹脂原料とし
て取り扱う場合に、溶融処理が容易となるなど取り扱いが容易となる傾向にあり、好まし
い。ここで、融点とは融点測定器を用い、２℃／分の割合で昇温する測定において、本発
明のフェノール化合物の融解開始が観測される温度を表す。
【００４３】
＜含水率＞
　本発明のフェノール化合物は水を含んでいても良い。その含水率は、通常０．００１質
量％以上であり、０．０１質量％以上であることが好ましく、０．１質量％以上であるこ
とが特に好ましい。一方、通常１０質量％以下であり、５質量％以下であることが好まし
く、１．５質量％以下であることが特に好ましい。含水率が前記下限値以上であることで
、本発明のフェノール化合物をポリカーボネート樹脂やエポキシ樹脂などの樹脂原料とし
て用いる場合に、静電気発生を抑止するなど取り扱い面で安全に扱える傾向にあり、好ま
しい。一方、含水率が前記上限値以下であることで、本発明のフェノール化合物をポリカ
ーボネート樹脂やエポキシ樹脂などの樹脂原料として用いる場合に、水蒸気発生に由来す
る樹脂原料の発泡や突沸などを抑止するなど取り扱い面で安全に扱える傾向にあり、好ま
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【００４４】
＜含溶媒率＞
　本発明のフェノール化合物は有機溶媒を含んでいても良い。その含溶媒率は、通常２５
質量％以下であり、２０質量％以下であることが好ましく、１５質量％以下であることが
より好ましく、１０質量％以下であることがさらに好ましく、５質量％以下であることが
特に好ましく、とりわけ１質量％以下であることが好ましい。含溶媒率が前記上限値以下
であることで、本発明のフェノール化合物をポリカーボネート樹脂やエポキシ樹脂などの
樹脂原料として用いる場合に、有機溶媒の揮発による中毒や発火リスクを抑止するなど取
り扱い面で安全に扱える傾向にあり、好ましい。なお、含溶媒率の下限は特に規定されな
いが、本発明のフェノール化合物が入手容易となる点においては、０．０００１質量％以
上であることが好ましく、０．０００５質量％以上であることがより好ましい。
【００４５】
＜例示＞
　以下に、式（１）で表されるビスフェノール化合物の構造を、式（１）における各置換
基Ｒ１～Ｒ６の組み合わせを示すことにより例示する。なお、本発明のフェノール化合物
は、以下の例示物に何ら制限されるものではない。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
　なかでも、本発明のフェノール化合物としては、
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　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ドデカン（化合物（Ｐ－１））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ウンデカン（化合物（Ｐ－２））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン（化合物（Ｐ－３））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノナン（化合物（Ｐ－４））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）テトラデカン（化合物（Ｐ－５））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）オクタデカン（化合物（Ｐ－６））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）ドデカン（化合物（Ｐ－７））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）ウンデカン（化合物（Ｐ－９）
）
　１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）デカン（化合物（Ｐ－１１））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）ノナン（化合物（Ｐ－１３））
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－エチルヘキサン（化合物（Ｐ－１５）
）
　２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノナン（化合物（Ｐ－１９））
　２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ウンデカン（化合物（Ｐ－２３））
　１２，１２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）トリコサン（化合物（Ｐ－２９））
が好ましく、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ドデカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ウンデカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノナン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）オクタデカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－エチルヘキサン
　２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ウンデカン
　１２，１２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）トリコサン
がより好ましく、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ドデカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ウンデカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン
　１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ノナン
が特に好ましい。このようなビスフェノール化合物は、樹脂原料や顕色剤の原料として特
に好適に用いることができる。
【００４８】
［フェノール化合物の製造］
　本発明のフェノール化合物は、公知の方法、例えば対応するアルデヒド、ケトン、アセ
タール、チオアセタール、トリオキサンなどのアルデヒド類もしくはケトン類をモノフェ
ノール類と酸触媒下で縮合するなどして容易に製造することができる。一例として、例え
ば下記式（２）で表されるアルデヒドまたはケトン化合物と、下記式（３）で表されるモ
ノフェノール化合物とを反応させる方法が挙げられる。
【００４９】
【化３】

【００５０】
［式（２）中、Ｒ１およびＲ２は前記式（１）におけるＲ１およびＲ２と同義である。］
【００５１】
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【化４】

【００５２】
［式（３）中、Ｒ３およびＲ４は前記式（１）におけるＲ３及びＲ４と同義である。］
【００５３】
＜アルデヒドまたはケトン類＞
　本発明のフェノール化合物の製造に用いるアルデヒド類、ケトン類は、アルデヒド化合
物もしくはケトン化合物、及びそれに対応するアセタール化合物、チオアセタール化合物
、トリオキサン化合物などからなる群より選ばれる少なくとも１種を表すが、なかでも、
副生物の生成量が少なく、さらには主の副生物が水であることより精製工程が簡略化でき
廃棄物も少ないという点より、アルデヒド化合物もしくはケトン化合物であることが好ま
しく、本発明のフェノール化合物を樹脂原料として用いた場合に、得られた樹脂の機械強
度などの特性を発現しやすい点でアルデヒド化合物であることが特に好ましい。
【００５４】
　上記アルデヒド化合物とは、前記式（２）においてＲ２が水素原子である化合物を指す
。その具体例としては、直鎖状アルキルアルデヒド、分岐状アルキルアルデヒド、一部環
状構造を有するアルキルアルデヒド等が挙げられる。これらのうち、本発明のフェノール
化合物を樹脂原料として用いた場合に、得られた樹脂の機械強度などの特性を発現しやす
い点で直鎖状アルキルアルデヒドもしくは分岐状アルキルアルデヒドであることが好まし
く、直鎖状アルキルアルデヒドであることが特に好ましい。
【００５５】
　直鎖状アルキルアルデヒドの具体例としては、ｎ－オクタナール、ｎ－ノナナール、ｎ
－デカナール、ｎ－ウンデカナール、ｎ－ドデカナール、ｎ－トリデカナール、ｎ－テト
ラデカナール、ｎ－ペンタデカナール、ｎ－ヘキサデカナール、ｎ－ヘプタデカナール、
ｎ－オクタデカナール、ｎ－ノナデカナール、ｎ－ノナデシルアルデヒド、ｎ－イコシル
アルデヒドなどが挙げられるが、ｎ－オクタナール、ｎ－ノナナール、ｎ－デカナール、
ｎ－ウンデカナール、ｎ－ドデカナール、ｎ－トリデカナール、ｎ－ヘプタデカナール、
ｎ－オクタデカナール、ｎ－ノナデカナールなどの炭素数８～１９の直鎖状アルキルアル
デヒドが好ましく、ｎ－ノナナール、ｎ－デカナール、ｎ－ウンデカナール、ｎ－ドデカ
ナールがより好ましく、ｎ－ドデカナールが特に好ましい。
【００５６】
　分岐状アルキルアルデヒドの具体例としては、メチルヘキシルアルデヒド、メチルへプ
チルアルデヒド、メチルオクチルアルデヒド、メチルノニルアルデヒド、メチルデシルア
ルデヒド、メチルウンデシルアルデヒド、メチルドデシルアルデヒド、メチルトリデシル
アルデヒド、メチルテトラデシルアルデヒド、メチルペンタデシルアルデヒド、メチルヘ
キサデシルアルデヒド、メチルヘプタデシルアルデヒド、メチルオクタデシルアルデヒド
、メチルノナデシルアルデヒド；
　ジメチルペンチルアルデヒド、ジメチルヘキシルアルデヒド、ジメチルへプチルアルデ
ヒド、ジメチルオクチルアルデヒド、ジメチルノニルアルデヒド、ジメチルデシルアルデ
ヒド、ジメチルウンデシルアルデヒド、ジメチルドデシルアルデヒド、ジメチルトリデシ
ルアルデヒド、ジメチルテトラデシルアルデヒド、ジメチルペンタデシルアルデヒド、ジ
メチルヘキサデシルアルデヒド、ジメチルヘプタデシルアルデヒド、ジメチルオクタデシ
ルアルデヒド；
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　トリメチルヘキシルアルデヒド、トリメチルへプチルアルデヒド、トリメチルオクチル
アルデヒド、トリメチルノニルアルデヒド、トリメチルデシルアルデヒド、トリメチルウ
ンデシルアルデヒド、トリメチルドデシルアルデヒド、トリメチルトリデシルアルデヒド
、トリメチルテトラデシルアルデヒド、トリメチルペンタデシルアルデヒド、トリメチル
ヘキサデシルアルデヒド、トリメチルヘプタデシルアルデヒド；
　エチルペンチルアルデヒド、エチルヘキシルアルデヒド、エチルへプチルアルデヒド、
エチルオクチルアルデヒド、エチルノニルアルデヒド、エチルデシルアルデヒド、エチル
ウンデシルアルデヒド、エチルドデシルアルデヒド、エチルトリデシルアルデヒド、エチ
ルテトラデシルアルデヒド、エチルペンタデシルアルデヒド、エチルヘキサデシルアルデ
ヒド、エチルヘプタデシルアルデヒド、エチルオクタデシルアルデヒド；
　プロピルヘキシルアルデヒド、プロピルへプチルアルデヒド、プロピルオクチルアルデ
ヒド、プロピルノニルアルデヒド、プロピルデシルアルデヒド、プロピルウンデシルアル
デヒド、プロピルドデシルアルデヒド、プロピルトリデシルアルデヒド、プロピルテトラ
デシルアルデヒド、プロピルペンタデシルアルデヒド、プロピルヘキサデシルアルデヒド
、プロピルヘプタデシルアルデヒド；
　ブチルヘキシルアルデヒド、ブチルへプチルアルデヒド、ブチルオクチルアルデヒド、
ブチルノニルアルデヒド、ブチルデシルアルデヒド、ブチルウンデシルアルデヒド、ブチ
ルドデシルアルデヒド、ブチルトリデシルアルデヒド、ブチルテトラデシルアルデヒド、
ブチルペンタデシルアルデヒド、ブチルヘキサデシルアルデヒド；
等が挙げられる。
【００５７】
　これらのうち、エチルヘキシルアルデヒド、エチルへプチルアルデヒド、エチルオクチ
ルアルデヒド、エチルウンデシルアルデヒド、エチルペンタデシルアルデヒド等の炭素数
８～１９の分岐状アルキルアルデヒドが好ましく、エチルペンチルアルデヒド、エチルヘ
キシルアルデヒドがより好ましく、エチルヘキシルアルデヒドが特に好ましい。
【００５８】
　なお、上記分岐状アルキルアルデヒドの例において、分岐の位置は任意である。
【００５９】
　一部環状構造を有するアルキルアルデヒドの具体例としては、ホルミルシクロヘプタン
、ホルミルシクロオクタン、ホルミルシクロノナン、ホルミルシクロデカン、ホルミルシ
クロウンデカン、ホルミルシクロドデカン；
　ホルミルメチルシクロヘキサン、ホルミルメチルシクロヘプタン、ホルミルメチルシク
ロオクタン、ホルミルメチルシクロノナン、ホルミルメチルシクロデカン、ホルミルメチ
ルシクロウンデカン、ホルミルメチルシクロドデカン；
　ホルミルジメチルシクロヘキサン、ホルミルジメチルシクロヘプタン、ホルミルジメチ
ルシクロオクタン、ホルミルジメチルシクロノナン、ホルミルジメチルシクロデカン、ホ
ルミルジメチルシクロウンデカン、ホルミルジメチルシクロドデカン；
　ホルミルエチルシクロヘキサン、ホルミルエチルシクロヘプタン、ホルミルエチルシク
ロオクタン、ホルミルエチルシクロノナン、ホルミルエチルシクロデカン、ホルミルエチ
ルシクロウンデカン、ホルミルエチルシクロドデカン；
　ホルミルジエチルシクロヘキサン、ホルミルジエチルシクロヘプタン、ホルミルジエチ
ルシクロオクタン、ホルミルジエチルシクロノナン、ホルミルジエチルシクロデカン、ホ
ルミルジエチルシクロウンデカン、ホルミルジエチルシクロドデカン；
　ホルミルプロピルシクロヘキサン、ホルミルプロピルシクロヘプタン、ホルミルプロピ
ルシクロオクタン、ホルミルプロピルシクロノナン、ホルミルプロピルシクロデカン、ホ
ルミルプロピルシクロウンデカン、ホルミルプロピルシクロドデカン、ホルミルシクロヘ
キシルシクロヘキサン；
等が挙げられる。
【００６０】
　これらのうち、ホルミルシクロヘプタン、ホルミルシクロオクタン、ホルミルシクロノ
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ナン、ホルミルシクロデカン、ホルミルメチルシクロヘキサン、ホルミルメチルシクロヘ
プタン、ホルミルメチルシクロオクタン、ホルミルジメチルシクロヘキサン、ホルミルジ
メチルシクロヘプタン、ホルミルエチルシクロヘキサン、ホルミルエチルシクロヘプタン
等の炭素数８～１１の一部環状構造を有するアルキルアルデヒドが好ましく、ホルミルシ
クロヘプタン、ホルミルシクロオクタンがより好ましい。
【００６１】
　なお、一部環状構造を有するアルキルアルデヒドの例において、ホルミル基の置換位置
は任意である。
【００６２】
　上記ケトン化合物とは、前記式（２）においてＲ２が炭素数１～１９のアルキル基であ
る化合物を指す。その具体例としては、２－ノナノン、２－デカノン、３－デカノン、２
－ウンデカノン、３－ウンデカノン、４－ウンデカノン、２－ドデカノン、５－ドデカノ
ン、２－トリデカノン、２－メチル－４－ウンデカノン、２－テトラデカノン、３－テト
ラデカノン、２－ペンタデカノン、６－ペンタデカノン、３－ヘキサデカノン、９－ヘプ
タデカノン、１０－ノナデカノン、１１－ヘンエイコサノン、１２－トリコサノン、１４
－ヘプタコサノン、１６－ヘントリアコンタノン、１８－ペンタトリアコンタノンなどが
挙げられる。これらのうち、２－ノナノン、２－デカノン、２－ウンデカノン、２－ドデ
カノン、２－トリデカノン、２－テトラデカノン、２－ペンタデカノンなどのＲ２がメチ
ル基であるもの、もしくは、９－ヘプタデカノン、１１－ヘンエイコサノン、１０－ノナ
デカノン、１２－トリコサノン、１６－ヘントリアコンタノン、１８－ペンタトリアコン
タノンなどのＲ１およびＲ２が同一であるものが好ましく、２－ノナノン、２－デカノン
、２－ウンデカノン、２－ドデカノン、２－トリデカノン、１２－トリコサノンがさらに
好ましく、２－ウンデカノン、２－ドデカノン、２－トリデカノン、１２－トリコサノン
が特に好ましく、２－ウンデカノン、２－ドデカノン、２－トリデカノンがより好ましい
。
【００６３】
　これらアルデヒド類もしくはケトン類は、単独で用いても良いし、二種以上を混合して
用いても良い。なお、本発明のフェノール化合物の製造工程において、本発明のフェノー
ル化合物の精製効率を向上させる観点からは、これらアルデヒド類もしくはケトン類を単
独で用いることが好ましい。
【００６４】
＜モノフェノール類＞
　本発明のフェノール化合物の製造に用いる前記式（３）で表されるモノフェノール類の
具体例としては、フェノール、ｏ－クレゾール、２，６－ジメチルフェノールが挙げられ
る。これらのうち、本発明のフェノール化合物を樹脂原料として用いた場合に、得られた
樹脂の機械強度など優れた特性を発現しやすい点で、フェノールもしくはｏ－クレゾール
を用いることが好ましく、フェノールを用いることが特に好ましい。これらモノフェノー
ル類は、単独で用いても良いし、二種以上を混合して用いても良い。なお、本発明のフェ
ノール化合物の製造工程において、本発明のフェノール化合物の精製効率を向上させる観
点からは、これらのフェノール類を単独で用いることが好ましい。
【００６５】
＜モノフェノール類／アルデヒド類もしくはケトン類の比＞
　本発明のフェノール化合物を製造する際のアルデヒド類もしくはケトン類とモノフェノ
ール類の比は、本発明のフェノール化合物が生成する条件であれば特に規定されないが、
アルデヒド類もしくはケトン類に対してモノフェノール類が、通常１モル倍以上であり、
２モル倍以上であることが好ましく、３モル倍以上であることが特に好ましい。モノフェ
ノール類の量が前記下限値以上であることで、本発明のフェノール化合物を効率良く製造
できる傾向にあり、好ましい。一方、アルデヒド類もしくはケトン類に対するモノフェノ
ール類の割合は、通常２０モル倍以下、好ましくは１５モル倍以下、特に好ましくは１０
モル倍以下である。モノフェノール類の量が前記上限値以下であることで、本発明のフェ
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ノール化合物の製造の際、未反応のモノフェノール類を分離する工程の負荷が低減する傾
向にあり、好ましい。
【００６６】
＜酸触媒＞
　本発明のフェノール化合物を製造するのに用いられる酸触媒としては、リン酸、シュウ
酸、塩酸、硫酸などの無機酸触媒；酢酸、トリフルオロ酢酸、メタンスルホン酸、トルエ
ンスルホン酸、トリフルオロメタンスルホン酸などの有機酸触媒；固体酸、カチオン交換
樹脂などの不均一系酸触媒などが挙げられる。これらの酸触媒の種類および量は、本発明
のフェノール化合物を製造する際の取り扱いの容易さや、製造時の反応選択性、コストな
ど種々の点を勘案して選択される。なお、これら酸触媒は、単独で用いても良いし、二種
以上を混合して用いても良い。
【００６７】
＜第三成分＞
　本発明のフェノール化合物を製造する際には、反応時間を短縮するなどの目的で反応系
が第三成分を含んでいても良い。この第三成分としては、具体的には、テトラエチルアン
モニウムブロミド、テトラブチルアンモニウムハイドロサルフェート、テトラブチルアン
モニウムクロリドなどの四級アンモニウム塩；メタンチオール、エタンチオール、ブタン
チオール、オクタンチオール、ドデカンチオール、メルカプト酢酸、３－メルカプトプロ
ピオン酸、２－メルカプトエタノール、２－アミノエタンチオール、チオ乳酸エチル、チ
オ酪酸、ペンタエリスリトールテトラキス（メルカプト酢酸）、１，４－ブタンジオール
ビス（チオグリコール酸）、２－エチルヘキシル（チオグリコール酸）などの含硫黄化合
物などが挙げられる。これらのうち、含硫黄化合物を第三成分として用いることが本発明
のフェノール化合物の製造が容易となる点で好ましい。一方、これら第三成分を含まない
ことが、本発明のフェノール化合物と第三成分との分離が不要となり本発明のフェノール
化合物の精製工程を簡略化できる点で好ましい。なお、これら第三成分は、樹脂などに担
持させた状態で用いても良い。
【００６８】
　本発明のフェノール化合物を製造する際に用いる第三成分の量は、本発明のフェノール
化合物を効率良く製造できれば特に規定されないが、反応に供するアルデヒド類もしくは
ケトン類に対して第三成分の量が、通常０．００１モル倍以上であり、好ましくは０．０
０５モル倍以上であり、特に好ましくは０．０１モル倍以上である。第三成分の量が前記
下限値以上であることで、本発明のフェノール化合物を効率良く製造できる傾向にあり、
好ましい。また、反応に供するアルデヒド類もしくはケトン類に対して第三成分の量が、
通常１モル倍以下であり、好ましくは０．５モル倍以下であり、特に好ましくは０．２モ
ル倍以下である。第三成分の量が前記上限値以下であることで、本発明のフェノール化合
物の製造の際、反応後に第三成分を分離する工程の負荷が低減する傾向にあり、好ましい
。なお、これら第三成分は、単独で用いても良いし、二種以上を混合して用いても良い。
【００６９】
＜溶媒＞
　本発明のフェノール化合物を製造する際は、溶媒を用いても良い。溶媒の具体例として
は、ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、石油エーテルなどの炭
素数５～１８の直鎖状炭化水素溶媒；イソオクタンなどの炭素数５～１８の分岐鎖状炭化
水素溶媒；シクロヘキサン、シクロオクタン、メチルシクロヘキサンなどの炭素数５～１
８の環状炭化水素溶媒；水；エタノール、ｎ－ブタノールなどの直鎖状アルコール溶媒；
イソプロパノール、２－ブタノール、イソブタノールなどの分岐鎖状アルコール溶媒；ア
セトニトリルなどのニトリル溶媒；ジブチルエーテルなどのエーテル溶媒；メチルエチル
ケトン、メチルイソブチルケトンなどのケトン溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエス
テル溶媒；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなどの含窒素溶媒；ジメチルス
ルホキシド、スルホランなどの含硫黄溶媒；塩化メチレン、クロロホルム、ジクロロエタ
ンなどの含塩素溶媒；ベンゼン、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素溶媒などが挙
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げられる。なお、これらの溶媒を用いることが、反応時における原料の固化抑止や内部発
熱による予期せぬ副反応を抑止するなど、反応の操作性を向上できる点で好ましく、溶媒
と原料との予期せぬ副反応を防止し、本発明のフェノール化合物の製造時の副生物の除去
が容易となる点で、水または炭化水素溶媒の少なくとも一種を含む溶媒を用いることが好
ましい。一方、これら溶媒を用いないことが、本発明のフェノール化合物と溶媒との分離
が不要となり本発明のフェノール化合物の精製工程を簡略化できる点で好ましい。
【００７０】
　本発明のフェノール化合物を製造する際に用いる溶媒の量は、本発明のフェノール化合
物を効率良く製造できれば特に規定されないが、アルデヒド類もしくはケトン類に対して
溶媒の量が、通常０．１質量倍以上であり、好ましくは０．２質量倍以上であり、特に好
ましくは０．５質量倍以上である。溶媒の量が前記下限値以上であることで、本発明のフ
ェノール化合物製造時に溶媒の効果をより効率的に発揮できる傾向にあり、好ましい。ま
た、アルデヒド類もしくはケトン類に対して溶媒の量が、通常２０質量倍以下であり、好
ましくは１０質量倍以下であり、特に好ましくは５質量倍以下である。溶媒の量が前記上
限値以下であることで、本発明のフェノール化合物を効率良く製造できる傾向にあり、好
ましい。
【００７１】
＜反応温度＞
　本発明のフェノール化合物を製造する際の反応温度は通常０℃以上であり、好ましくは
１５℃以上であり、特に好ましくは３０℃以上である。反応温度が前記下限値以上である
ことで反応混合物の固化を防止しやすくなる傾向にあり、好ましい。一方、反応温度は通
常１５０℃以下、好ましくは１２０℃以下、特に好ましくは９０℃以下である。反応温度
が前記上限値以下であることで本発明のフェノール化合物を効率的に製造できる傾向にあ
り、好ましい。
【００７２】
＜酸触媒の除去工程＞
　本発明のフェノール化合物を製造する工程は、反応後、用いた酸触媒を除去する工程を
含んでいることが好ましい。酸触媒の除去工程の具体例としては、塩基による中和工程、
溶媒に溶解させることによる除去工程、ろ過による除去工程等が挙げられる。これらのう
ち、酸触媒に無機酸触媒や有機酸触媒を用いる場合は塩基による中和工程を含むことが、
不均一系酸触媒を用いる場合はろ過による除去工程を含むことが、それぞれ効率良く酸触
媒を除去することができる傾向にあり、好ましい。なお、これら酸触媒除去工程は単独で
も、２種以上を組み合わせて用いても良い。
【００７３】
　また、これら除去工程を実施する場合は、本発明のフェノール化合物を含む混合物を溶
媒に溶解もしくは懸濁させた状態で実施することが好ましい。その具体例としては、本発
明のフェノール化合物を製造する際に用いることができる溶媒が挙げられる。なお、これ
らの溶媒のうち、炭化水素溶媒のうち少なくとも一つから選ばれる溶媒を用いることが本
発明のフェノール化合物の精製処理が容易となり、かつ製造時のコストを低減できる点で
好ましく、芳香族炭化水素溶媒を含む溶媒を用いることが特に好ましい。なお、これら溶
媒は、単独で用いても良いし、二種以上を混合して用いても良い。また、本発明のフェノ
ール化合物の反応工程に溶媒を用いる場合、その溶媒をそのまま上記除去工程の溶媒とし
て用いても良い。
【００７４】
　塩基による中和工程に用いられる塩基の具体例としては、炭酸水素ナトリウム、炭酸水
素カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸セシウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリ
ウム、酢酸セシウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、リン酸一水素ナトリウム、リ
ン酸一水素カリウム、リン酸ナトリウム、リン酸カリウム、水酸化マグネシウム、水酸化
カルシウム、水素化ナトリウム、ナトリウムアミド等のアルカリ金属原子もしくはアルカ
リ土類金属原子を有する無機塩基；クエン酸ナトリウム、クエン酸カリウム、コハク酸ナ
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トリウム、コハク酸カリウム、コハク酸カルシウム、ナトリウムメトキシド、カリウムメ
トキシド、カリウム－ｔｅｒｔ－ブトキシド等のアルカリ金属原子もしくはアルカリ土類
金属原子を有する有機塩基；ピリジン、アニリン、トリエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アニリン、モルホリン、１，４－ジアザビシクロ［２，２，２］オクタン、ジアザビシク
ロウンデセンなどの含窒素化合物等が挙げられる。これらのうち、炭酸水素ナトリウム、
炭酸水素カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸セシウム、酢酸ナトリウム、酢
酸カリウム、酢酸セシウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、リン酸一水素ナトリウ
ム、リン酸一水素カリウム、リン酸ナトリウム、リン酸カリウム、水酸化マグネシウム、
水酸化カルシウム、水素化ナトリウム、クエン酸ナトリウム、クエン酸カリウム、コハク
酸ナトリウム、コハク酸カリウム等のアルカリ金属原子もしくはアルカリ土類金属原子を
有する塩基を用いることが中和塩の除去が容易となる点で好ましい。また、これら塩基は
単独でも、二種以上を組み合わせて用いても良い。
【００７５】
　中和工程では、反応混合物の酸性度を調整する目的およびで第二成分を添加しても良い
。その具体例としては、酢酸、クエン酸、コハク酸、リンゴ酸などの有機酸；リン酸、リ
ン酸二水素ナトリウム、リン酸二水素カリウム、塩化アンモニウム、クエン酸一ナトリウ
ムなどの酸素以外のヘテロ原子を含む酸などが挙げられる。第二成分の種類および量は、
反応工程に用いられる酸触媒および中和工程に用いられる塩基の種類および量、および中
和後の反応混合物の酸性度の目標値に応じて種々選択される。
【００７６】
　中和工程後の反応混合物は弱酸性ないしは弱塩基性であることが本発明のフェノール化
合物の安定性が向上する傾向にあり、好ましい。なお、反応混合物が弱酸性ないしは弱塩
基性であるとは、混合物中に水を加えて水とそれ以外の成分の重量比を１：３に調整した
際に、水層のｐＨが通常２以上、好ましくは３以上、特に好ましくは４以上で、通常１１
以下であり、好ましくは１０以下であり、特に好ましくは９以下であることを言う。水層
のｐＨが上記範囲内であることで、本発明のフェノール化合物の安定性が向上する傾向に
あり、好ましい。
【００７７】
　溶媒に溶解させることによる酸触媒除去工程に用いられる溶媒の具体例としては、水；
メタノール、エタノール、プロパノール、ジメチルスルホキシド、ジエチルエーテル、Ｎ
－メチルピロリドンなどの有機溶媒等が挙げられる。これらのうち、水を用いることが精
製工程を簡略化できる点で好ましい。
　上記工程では、除去効率を上げるために第二成分を添加しても良い。その具体例として
は、メタンスルホン酸ナトリウムなどの有機塩；塩化ナトリウム、硫酸ナトリウムなどの
無機塩などが挙げられる。第二成分の種類および量は、酸触媒の除去効率に応じて種々選
択される。
【００７８】
　ろ過による酸触媒除去工程で用いられるろ過剤としては、活性炭、シリカゲル、活性白
土、珪藻土などの粉状、破砕状もしくは球状等のろ過剤；ろ紙、ろ布、糸巻きフィルタ等
の繊維状もしくは布状等に成形されたろ過剤等が挙げられる。これらろ過剤は、使用する
酸触媒の性状や、酸触媒の再利用の可能性の有無等を踏まえて、種々選択される。
　なお、これらの除去工程は、未反応の原料、副生物、反応時もしくは酸触媒の除去工程
で用いた第二、第三成分等の本発明のフェノール化合物および酸触媒以外の成分の一部も
しくは全部を除去する工程を兼ねていても良い。
【００７９】
＜濃縮工程＞
　本発明のフェノール化合物の製造方法は、本発明のフェノール化合物を含む混合物から
、溶媒や未反応の原料などの低沸点成分を濃縮により除去する工程（以下、濃縮工程と呼
称する場合がある）を含むことが好ましい。本工程を実施することで、後述の析出工程に
おける本発明のフェノール化合物の取り出し効率が向上する傾向にある。濃縮工程は通常
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加熱減圧条件で実施する。加熱温度は４０℃以上であることが好ましく、６０℃以上であ
ることがさらに好ましく、８０℃以上で実施することが特に好ましい。また、通常２００
℃以下であり、１８０℃以下であることが好ましく、１６０℃以下であることが特に好ま
しい。加熱温度が上記温度の範囲内であることで、効率良く濃縮工程を実施でき、かつ本
発明のフェノール化合物の分解を抑制できる傾向にある。なお、本濃縮工程における加熱
温度とは、加熱に用いる熱媒の温度を指す。減圧度は通常７６０Ｔｏｒｒ未満であり、２
００Ｔｏｒｒ以下であることが好ましく、１００Ｔｏｒｒ以下であることがさらに好まし
く、５０Ｔｏｒｒ以下であることが特に好ましい。減圧度が上記上限値以下であることで
、効率良く濃縮工程を実施できる傾向にある。一方、減圧度の下限値は特に規定されない
が、広く一般的に使用されている減圧機器を使用できる観点から通常０．１Ｔｏｒｒ以上
であり、好ましくは１Ｔｏｒｒ以上であり、さらに好ましくは１０Ｔｏｒｒ以上であり、
特に好ましくは２０Ｔｏｒｒ以上である。
【００８０】
＜粗精製工程＞
　本発明のフェノール化合物を製造する際、通常、前述のアルデヒド類又はケトン類とモ
ノフェノール類との反応、その後の酸触媒の除去工程、或いは酸触媒の除去工程及び濃縮
工程を経て得られる反応混合物は、本発明のフェノール化合物を主成分とする混合物とな
る。本発明のビスフェノール化合物の製造方法は、本発明のフェノール化合物を主成分と
する混合物を脂肪族アルコール溶媒を含む溶媒（以下、「晶析溶媒」と呼称する場合があ
る。）に溶解させて溶液とした後に、本発明のフェノール化合物を析出させる工程（以下
、「析出工程」と呼称する場合がある。）を含むものであるが、この析出工程に先立ち、
該反応混合物から本発明のフェノール化合物以外の成分を粗取りする粗精製工程を含むこ
とが好ましい。
　この粗精製工程は、好ましくは、反応混合物から抽出溶媒で本発明のフェノール化合物
を抽出した後、本発明のフェノール化合物を含む抽剤層を水で洗浄し、その後、この抽剤
層から減圧下で抽出溶媒を除去することにより行われる。
【００８１】
　この抽出に用いる抽出溶媒としては、本発明のフェノール化合物の良溶媒であればよく
、特に制限はないが、その具体例としては、本発明のフェノール化合物を製造する際に用
いることができる溶媒のうち、水を除いたもの等が挙げられる。これらのうち、エーテル
溶媒、ケトン溶媒、エステル溶媒、含塩素溶媒、芳香族炭化水素溶媒から選ばれる溶媒の
いずれかを少なくとも含むことが、本発明のフェノール化合物の抽出が容易となる点で好
ましく、エーテル溶媒、ケトン溶媒、エステル溶媒、含塩素溶媒、芳香族炭化水素溶媒の
いずれかから選ばれる溶媒を少なくとも含むことがさらに好ましく、芳香族炭化水素溶媒
から選ばれる溶媒を少なくとも含むことが特に好ましく、その中でもトルエンもしくはキ
シレンを含むことが好ましく、トルエンを含むことが最も好ましい。
　これらの抽出は、単独で用いても良いし、二種以上を混合して用いても良い。
【００８２】
　抽出溶媒は、反応混合物に対して０．１質量倍以上用いることが好ましく、０．５質量
倍以上用いることがさらに好ましく、１質量倍以上用いることが特に好ましい。抽出溶媒
の量が前記下限値以上であることで、効率良く本発明のフェノール化合物を抽出できる傾
向にある。また、２０質量倍以下であることが好ましく、１０質量倍以下であることがさ
らに好ましく、５質量倍以下であることが特に好ましい。抽出溶媒の量が前記上限値以下
であることで、本発明のフェノール化合物の製造効率が向上する傾向にある。
【００８３】
　また、抽出により得られる本発明のフェノール化合物を含む抽剤層の水洗の際に用いる
水の量は、抽剤層の全量に対して通常０．１質量倍以上であり、０．５質量倍以上である
ことが好ましく、１質量倍以上であることが特に好ましい。水量が前記下限値以上である
ことで粗精製工程における精製効率が向上する傾向にある。また、この水量は、抽剤層の
全量に対して通常１０質量倍以下であり、５質量倍以下であることが好ましく、３質量倍



(21) JP 2017-200913 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

以下であることが特に好ましい。水量が前記上限値以下であることで、本発明のフェノー
ル化合物の製造効率が向上する傾向にある。
　抽剤層の水洗回数は、通常１～２０回程度であり、２～１０回であることが好ましく、
３～６回であることが特に好ましい。水洗回数が前記下限値以上であることで、粗精製工
程における精製効率が向上する傾向にあり、前記上限値以下であることで、本発明のフェ
ノール化合物の製造効率が向上する傾向にある。
【００８４】
　上記水洗後に抽出溶媒を除去する際は、通常４０～２００℃の温度で、７６０～１Ｔｏ
ｒｒの減圧下に実施される。なお、前述の温度は使用する熱媒の温度を表す。
【００８５】
　このような粗精製工程を経て得られる本発明のフェノール化合物の粗精製品の純度は、
液体クロマトグラフィー（ＬＣ）分析による２５４ｎｍ吸収面積比にて、通常１０～９５
％程度である。
　なお、本粗精製工程は、前述の酸触媒の除去工程や濃縮工程を兼ねて実施しても良い。
【００８６】
＜析出工程＞
　本発明のビスフェノール化合物の製造方法では、前述の反応混合物、好ましくは上記粗
精製工程を経た本発明のフェノール化合物の粗精製品（以下、「本発明のフェノール化合
物を含む混合物」と呼称する場合がある。）を脂肪族アルコール溶媒を含む晶析溶媒に溶
解させて溶液とした後に、本発明のフェノール化合物を析出させる。ここで、本発明にお
ける脂肪族アルコール溶媒とは、融点が３０℃以下、好ましくは１５℃以下であって、分
子内に炭素－炭素二重結合を有さず、かつ少なくとも一つのヒドロキシ基が炭素原子に結
合した構造を有する化合物を表し、ヒドロキシ基以外にヘテロ原子を有する溶媒も含む。
【００８７】
　上述の脂肪族アルコール溶媒の具体例としては、メタノール、エタノール、ｎ－プロパ
ノール、ｎ－ブタノール、ｎ－オクタノールなどのヒドロキシ基を１つ含む炭素数１～１
０の直鎖状アルコール溶媒；イソプロパノール、イソブタノール、２－ブタノール、ｔｅ
ｒｔ－ブタノール、２－ペンタノール、３－ペンタノール、アミルアルコールなどのヒド
ロキシ基を１つ含む炭素数３～１０の分岐状アルコール溶媒；シクロペンタノール、シク
ロヘキサノールなどのヒドロキシ基を１つ含む炭素数３～１０の脂環式アルコール溶媒；
エチレングリコール、プロピレングリコール、イソプレングリコール、ヘキシレングリコ
ールなどのヒドロキシ基を２つ以上含む炭素数２～１０のアルコール溶媒；２，２，２－
トリフルオロエタノール、２－メトキシエタノール、アセチルメタノール、２－アセトキ
シエタノールなどのヘテロ原子を含む炭素数２～１０のアルコール溶媒などが挙げられる
。これらのうち、１つのヒドロキシ基を含むアルコール溶媒を用いることが本発明のフェ
ノール化合物の製造が容易となる点で好ましく、ヒドロキシ基以外にヘテロ原子を含まな
いアルコール溶媒であることが特に好ましく、上記の炭素数３～１０の分岐状アルコール
溶媒であることがより好ましく、イソプロパノール、イソブタノール、２－ブタノールな
どの炭素数３～５の分岐状アルコール溶媒を用いることが特に好ましい。なお、これら脂
肪族アルコール溶媒は、単独でも、二種以上を混合して用いても良い。
【００８８】
　上述の晶析溶媒には、第二溶媒として脂肪族アルコール溶媒以外の溶媒を含んでいても
良い。第二溶媒の具体例としては、ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オ
クタン、石油エーテルなどの炭素数５～１８の直鎖状炭化水素溶媒；イソオクタンなどの
炭素数５～１８の分岐鎖状炭化水素溶媒；シクロヘキサン、シクロオクタン、メチルシク
ロヘキサンなどの炭素数５～１８の環状炭化水素溶媒；水；アセトニトリルなどのニトリ
ル溶媒；ジブチルエーテルなどのエーテル溶媒；メチルエチルケトン、メチルイソブチル
ケトンなどのケトン溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル溶媒；ジメチルホルム
アミド、ジメチルアセトアミドなどの含窒素溶媒；ジメチルスルホキシド、スルホランな
どの含硫黄溶媒；塩化メチレン、クロロホルム、ジクロロエタンなどの含塩素溶媒；ベン
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ゼン、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素溶媒などが挙げられる。これら溶媒は、
単独で用いても良いし、二種以上混合して用いても良い。なお、これらのうち、水もしく
は炭化水素溶媒を第二溶媒として用いることが、本発明のフェノール化合物の精製効率が
向上し、製造が容易となる点で好ましく、炭化水素溶媒を第二溶媒として用いることが特
に好ましく、中でも上記の炭素数５～１８の直鎖状炭化水素溶媒、炭素数５～１８の分岐
鎖状炭化水素溶媒等の飽和鎖状炭化水素溶媒を用いることが好ましい。なお、これらの第
二溶媒は、単独でも、二種以上を混合して用いても良い。
【００８９】
　第二溶媒と、脂肪族アルコール溶媒の混合比は特に規定されず、適宜設定し用いれば良
いが、通常全晶析溶媒中の脂肪族アルコール溶媒の構成比が２～９８重量質量％であり、
２．５～９０質量％であることが好ましく、３～３０重量質量％であることが特に好まし
い。全晶析溶媒中の脂肪族アルコール溶媒の構成比が上記下限値以上であることで本発明
のフェノール化合物を高純度で得やすくなり、また上記上限値以下であることで本発明の
フェノール化合物が溶媒中に除去されてしまうことを抑止できる傾向、すなわち収率を向
上できる傾向にあるため、好ましい。
【００９０】
　晶析溶媒の融点は通常３０℃以下であるが、本発明のフェノール化合物の製造が容易と
なる点では１５℃以下であることが好ましく、５℃以下であることがさらに好ましく、－
１０℃以下であることが特に好ましい。なお、融点の下限値は、該溶媒の沸点が後述の範
囲内であれば特に規定されない。ここで、晶析溶媒の融点とは、溶媒を二種以上混合して
用いる場合は、混合後の溶媒の融点を表す。
【００９１】
　また、晶析溶媒の沸点は通常４０℃以上、好ましくは５０℃以上、さらに好ましくは６
０℃以上である。一方、通常１５０℃以下であり、好ましくは１３５℃以下であり、さら
に好ましくは１２０℃以下である。沸点が上記下限値以上であることで本発明のフェノー
ル化合物を優先的に析出させやすくなる傾向にあり、上記上限値以下であることで、本発
明のフェノール化合物から溶媒を効率良く除去し、本発明のフェノール化合物の製造が容
易となる傾向にあるため、好ましい。ここで、晶析溶媒の沸点とは、溶媒を二種以上混合
して用いる場合、混合後の溶媒の沸点を表す。
【００９２】
　析出工程は、通常、本発明のフェノール化合物を含む混合物と上述の晶析溶媒とを混合
して溶液とし、その後、この溶液から本発明のフェノール化合物を析出させることで実施
される。
　本発明のフェノール化合物を含む混合物と、上述の晶析溶媒との混合比は、効率良く本
発明のフェノール化合物を析出させることができれば特に規定されないが、通常本発明の
フェノール化合物を含む混合物に対して全晶析溶媒の質量比が好ましくは０．２倍以上で
あり、さらに好ましくは０．５倍以上であり、特に好ましくは１倍以上である。一方、好
ましくは１００倍以下であり、さらに好ましくは５０倍以下であり、特に好ましくは１０
倍以下である。全晶析溶媒の質量比が上記下限値以上であることで、本発明のフェノール
化合物を優先的に析出させやすくなる傾向にあり、一方上記上限値以下であることで本発
明のフェノール化合物の製造効率が向上する傾向にあり、好ましい。
【００９３】
　本発明のフェノール化合物を含む混合物と、晶析溶媒を混合する際、晶析溶媒として前
述の第二溶媒を併用する場合、脂肪族アルコール溶媒と第二溶媒はそれぞれ別々に添加し
ても、予め混合した状態で本発明のフェノール化合物を含む混合物と混合しても良い。な
お、本発明のフェノール化合物の製造効率を向上させる観点から、脂肪族アルコール溶媒
と第二溶媒とは予め混合しておくことが好ましい。ここで、本発明のフェノール化合物を
含む混合物と晶析溶媒を混合する際の温度は通常０℃以上、好ましくは２０℃以上、特に
好ましくは４０℃以上であり、通常晶析溶媒の沸点以下、好ましくは（晶析溶媒の沸点－
５）℃以下、さらに好ましくは（晶析溶媒の沸点－１０）℃以下、特に好ましくは（晶析
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溶媒の沸点－２０）℃以下である。混合時の温度が上記下限値以上であることで本発明の
フェノール化合物の溶媒溶解性を向上させ、効率良く溶解させることが可能となり、好ま
しい。一方、混合時の温度が上記上限値以下であることで、溶媒の沸騰や揮発を抑止し本
発明のフェノール化合物を効率良く溶解させることが可能となり、好ましい。ここで、晶
析溶媒として前述の溶媒を二種以上混合して用いる場合、上記の溶媒の沸点は、混合後の
溶媒の沸点を表す。
【００９４】
　本発明のフェノール化合物を含む混合物を晶析溶媒に溶解させた溶液から本発明のフェ
ノール化合物を析出させる工程では、冷却により析出させる、本発明のフェノール化合物
の貧溶媒を加える、溶媒を蒸発させるなどの、一般に溶液からの結晶化に用いられる種々
の方法を適用することができる。これらのうち、冷却により析出させる工程を含むことが
、本発明のフェノール化合物の製造が容易となる点で好ましい。本発明のフェノール化合
物を析出させる際の温度は、本発明のフェノール化合物の特性を損なわない限り特に制限
はなく、適宜設定することが可能であるが、通常－２０℃以上、好ましくは－１０℃以上
、さらに好ましくは０℃以上である。一方、通常上記の混合温度より低く、７０℃以下で
あり、６５℃以下であることが好ましく、より好ましくは６０℃以下であり、特に好まし
くは５５℃以下であり、さらに好ましくは５０℃以下である。析出させる際の温度が上記
範囲内であることで、本発明のフェノール化合物の製造効率が向上する傾向にあり、好ま
しい。
【００９５】
　本発明のフェノール化合物を含む混合物を晶析溶媒に溶解させた溶液から本発明のフェ
ノール化合物を析出させる工程では、析出効率を向上させるために本発明のフェノール化
合物の種晶を添加しても良い。種晶の量は、本発明のフェノール化合物の製造効率を向上
させる点から、本発明のフェノール化合物を含む混合物に対して質量比で通常０．０００
１～１０％であり、０．０００５～５％であることが好ましく、０．００１～１％である
ことが特に好ましい。
【００９６】
　上記析出工程で本発明のフェノール化合物を析出させた後は、ろ過、遠心分離、デカン
テーション等により固液分離することで、用いた晶析溶媒から本発明のフェノール化合物
の粉体を回収する。
【００９７】
　上記析出工程の回数は本発明のフェノール化合物の精製度合いに応じて種々選択される
が、精製処理を簡略化できる点から、通常３回以下であることが好ましく、２回以下であ
ることがより好ましく、１回であることが特に好ましい。
【００９８】
＜洗浄工程＞
　上記析出工程で得られた本発明のフェノール化合物の粉体を、さらに表面洗浄の目的で
溶媒を用いて洗浄しても良い。この洗浄工程に使用される溶媒の具体例は、上記脂肪族ア
ルコール溶媒および第二溶媒として例示した溶媒が挙げられる。本洗浄処理の温度は、通
常－２０℃以上、好ましくは－１０℃以上、特に好ましくは０℃以上であり、通常７０℃
以下、好ましくは６０℃以下、特に好ましくは５０℃以下である。洗浄温度が上記範囲内
であることで、洗浄用の溶媒に本発明のフェノール化合物を過剰に溶解させることを抑制
できる傾向にあり、好ましい。
【００９９】
＜乾燥工程＞
　上記析出工程又は析出工程と洗浄工程を経て得られた本発明のフェノール化合物を、さ
らに加熱、減圧、風乾などにより脱溶媒処理を行い、実質的に溶媒を含まない本発明のフ
ェノール化合物を得ても良い。この乾燥工程における脱溶媒処理の際の温度は、脱溶媒処
理を円滑に進行させるために通常２０℃以上であり、４０℃以上であることが好ましい。
なお、温度の上限は通常本発明のフェノール化合物の融点以下であり、１００℃以下であ



(24) JP 2017-200913 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

ることが好ましく、７５℃以下であることがさらに好ましく、７２℃以下であることが特
に好ましい。
【０１００】
［結晶形］
　本発明のビスフェノール化合物の製造方法により、前述の析出工程を経て得られる本発
明のフェノール化合物は、複数（例えば２～３）の結晶形を取り得る（結晶多形）。本発
明のビスフェノール化合物の製造方法により得られる本発明のフェノール化合物のうち、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ドデカンは、ＣｕＫα線による粉末Ｘ線回折法
における回折角２θ＝４．２５°±０．１５°および２θ＝８．４５°±０．２０°の範
囲内にそれぞれ少なくとも一つずつピークを有する結晶体であることが好ましい。即ち、
このような結晶体であれば、本発明のフェノール化合物と本発明における脂肪族アルコー
ル溶媒が相互作用した結果得られる結晶体であり好ましい。ここで、「±０．１５°」お
よび「±０．２０°」は結晶体を作成する際の溶媒即ち、晶析溶媒による差、および測定
誤差を考慮した値である。具体的には、結晶体の作成にイソプロパノールを晶析溶媒の一
成分として用いた場合は２θ＝４．３０°±０．０５°および２θ＝８．５８°±０．０
５°に、２－ブタノールを晶析溶媒の一成分として用いた場合は２θ＝４．２２°±０．
０５°および２θ＝８．４５°±０．０５°に、イソブタノールを溶媒の一成分として用
いた場合には２θ＝４．１５°±０．０５°および２θ＝８．３０°±０．０５°に、そ
れぞれ少なくとも一つずつＸ線結晶回折ピークを有することが好ましい。
【０１０１】
　本発明における結晶体は、一つの結晶形のみから成っていても、複数の結晶形の混合体
となっていてもよい。上記Ｘ線回折ピーク挙動を示す結晶体であれば、本発明のフェノー
ル化合物を製造する際に、精製効率に優れるという本発明の効果を十分に発揮することが
できる。
【０１０２】
［用途］
　本発明のフェノール化合物は、光学材料、記録材料、絶縁材料、透明材料、電子材料、
接着材料、耐熱材料など種々の用途に用いられるポリエーテル樹脂、ポリエステル樹脂、
ポリカーボネート樹脂、ポリウレタン樹脂、アクリル樹脂など種々の熱可塑性樹脂や、エ
ポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、フェノール樹脂、ポリベンゾオキサジン樹脂、シ
アネート樹脂など種々の熱硬化性樹脂などの構成成分、添加剤もしくはそれらの前駆体な
どに用いることができる。また、本発明のフェノール化合物は、ｐＨ調整剤、界面活性剤
、顕色剤等にも使用することができる。
【実施例】
【０１０３】
　以下に本発明の実施例を示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。なお、実
施例における各種分析方法は以下の通りである。また、各化合物の記号は式（１）で表さ
れるビスフェノール化合物の前述した例示の表１に従ったものである。
【０１０４】
［液体クロマトグラフィー（ＬＣ）分析］
　サンプル５０ｍｇを１０ｍｌのアセトニトリルに溶解させた。得られた溶液をＨＰＬＣ
分析装置（島津製作所製ＬＣ－２０１０）にて分析した。条件は以下の通りとした。
（測定条件）
　コントローラ：島津製作所社製ＳＣＬ－１０ＡＶＰ
　カラム：ジーエルサイエンス社製ｉｎｅｒｔｓｉｌ　ＯＤＳ３Ｖ（４．６×１５０ｍｍ
、５μｍ）
　カラムオーブン：島津製作所社製ＣＴＯ－１０ＡＶＰ、４０℃
　ポンプ：島津製作所社製ＬＣ－１０ＡＤＶＰ、流速１．０ｍｌ／分
　注入量：５μｌ
　溶離条件：Ｋ１－アセトニトリル、Ｋ２－０．１質量％酢酸アンモニウム水溶液
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　　Ｋ１／Ｋ２＝６０／４０（０－５分）
　　Ｋ１／Ｋ２＝６０／４０→９５／５（線形に濃度変化、５－３０分）
　　Ｋ１／Ｋ２＝９５／５（３０－８０分）
　　　（比率は体積比）
　検出器：島津製作所社製ＳＰＤ－１０ＡＶＰ　ＵＶ２５４ｎｍ
（解析条件）
　ソフトウェア：島津製作所社製ＬＣ－ｓｏｌｕｔｉｏｎ　ｖｅｒ．１．２２ＳＰ１
　設定：Ｗｉｄｔｈ＝５、Ｓｌｏｐｅ＝２００、Ｄｒｉｆｔ＝０、Ｔ．ＤＢＬ＝１０００
、Ｍｉｎ．Ａｒｅａ＝５００
　ＬＣ純度は、２５４ｎｍにおける面積％から求めた。反応選択率および収率は、予め目
的化合物の検量線を作成し、絶対検量線法で求めた。
【０１０５】
［粉末Ｘ線回折（ＸＲＤ）測定］
　ＸＲＤ回折装置（ＰＡＮａｌｙｔｉｃａｌ社製Ｘ’ｐｅｒｔ　Ｐｒｏ　ＭＰＤ）を用い
、以下の条件で測定し、２θ＝３．００～１０．００°の範囲内にある回折ピークを比較
した。
　Ｘ線出力（ＣｕＫα）：４０ｋＶ、３０ｍＡ
　走査範囲（２θ）：３．００～７０．００°
　測定モード：Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ
【０１０６】
［実施例１］
＜化合物（Ｐ－１）の製造＞
　フェノール（２２０ｇ、２．３ｍｏｌ）を４０℃に加温して融解させた後、３５％濃塩
酸（２．９ｇ、０．０２８ｍｏｌ）を加えた。そこへ、ｎ－ドデカナール（８６ｇ、０．
４７ｍｏｌ）およびトルエン（５１ｇ）の混合液を内温４５℃以下で４時間かけて滴下し
た。滴下後、４０℃で１時間熟成した後、炭酸水素ナトリウム水溶液で反応を停止させた
。反応混合物における化合物（Ｐ－１）の選択率は５０．２％であった。反応混合物から
フェノールを１６０℃、２０Ｔｏｒｒで減圧留去した後、残渣（１８１ｇ）をトルエン（
３４０ｇ）で抽出し、水（２１５ｇ）で３回洗浄した。減圧下（２０Ｔｏｒｒ）、９０℃
で溶媒を留去して粗精製品（１７０ｇ）を得た。
【０１０７】
＜化合物（Ｐ－１）の精製＞
　得られた粗精製品にイソプロパノール（７７ｇ）およびヘプタン（４３０ｇ）を加え、
６０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温１５℃まで降温したのち１時間熟成さ
せた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、イソプロパノール（１５ｇ）およびヘプ
タン（８６ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得られた固体を４０℃で減圧乾燥すること
で、化合物（Ｐ－１）の白色固体を得た。ＬＣ分析により得られた化合物（Ｐ－１）の純
度は９９．６％、収率は４３．２％であった。得られた固体のＸ線結晶回折ピーク（２θ
）は４．０２°、４．３０°、８．６１°であった。
【０１０８】
［実施例２］
　実施例１と同様に化合物（Ｐ－１）の粗精製品を得た後、イソプロパノール（３０ｇ）
およびヘプタン（４３０ｇ）を加え、６０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温
１５℃まで降温したのち１時間熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、イ
ソプロパノール（６．０ｇ）およびヘプタン（８６ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得
られた固体を４０℃で減圧乾燥することで、化合物（Ｐ－１）の白色固体を得た。ＬＣ分
析により得られた化合物（Ｐ－１）の純度は９９．０％、収率４３．４％であった。得ら
れた固体のＸ線結晶回折ピーク（２θ）は４．３０°、４．８７°、８．６０°であった
。
【０１０９】



(26) JP 2017-200913 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

［実施例３］
　実施例１と同様に化合物（Ｐ－１）の粗精製品を得た後、２－ブタノール（７７ｇ）お
よびヘプタン（４３０ｇ）を加え、６０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温１
５℃まで降温したのち１時間熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、２－
ブタノール（１５ｇ）およびヘプタン（８６ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得られた
固体を４０℃で減圧乾燥することで、化合物（Ｐ－１）の白色固体を得た。ＬＣ分析によ
り得られた化合物（Ｐ－１）の純度は９９．３％、収率は４２．１％であった。得られた
固体のＸ線結晶回折ピーク（２θ）は４．２２°、４．８６°、８．４５°であった。
【０１１０】
［実施例４］
　実施例１と同様に化合物（Ｐ－１）の粗精製品を得た後、イソブタノール（７７ｇ）お
よびヘプタン（４３０ｇ）を加え、６０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温１
５℃まで降温したのち１時間熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、２－
ブタノール（１５ｇ）およびヘプタン（８６ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得られた
固体を４０℃で減圧乾燥することで、化合物（Ｐ－１）の白色固体を得た。ＬＣ分析によ
り得られた化合物（Ｐ－１）の純度は９９．２％、収率は４０．３％であった。得られた
固体のＸ線結晶回折ピーク（２θ）は４．１５°、４．８６°、８．３２°であった。
【０１１１】
［実施例５］
＜化合物（Ｐ－１）の製造＞
　フェノール（２２０ｇ、２．３ｍｏｌ）を４０℃に加温して融解させた後、３５％濃塩
酸（２．９ｇ、０．０２８ｍｏｌ）を加えた。そこへ、ｎ－ドデカナール（８６ｇ、０．
４７ｍｏｌ）を内温４５℃以下で４時間かけて滴下した。滴下後、４０℃で１時間熟成し
た後、炭酸水素ナトリウム水溶液で反応を停止させた。反応混合物における化合物（Ｐ－
１）の選択率は４９．８％であった。反応混合物から１６０℃、２０Ｔｏｒｒでフェノー
ルを減圧留去した後、残渣（１８０ｇ）をトルエン（３４０ｇ）で抽出し、水（２１５ｇ
）で３回洗浄した。減圧下（２０Ｔｏｒｒ）、９０℃で溶媒を留去して粗精製品（１６９
ｇ）を得た。
【０１１２】
＜化合物（Ｐ－１）の精製＞
　得られた粗精製品にイソプロパノール（５７ｇ）およびヘプタン（２６０ｇ）を加え、
６０℃に加温して溶解させた。５５℃に降温、保持の後、種晶（化合物（Ｐ－１）、５２
ｍｇ）を加えて１時間保持した。その後、１０℃／時間で内温１５℃まで降温したのち１
時間熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、イソプロパノール（４ｇ）お
よびヘプタン（９６ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得られた固体を４０℃で減圧乾燥
することで、化合物（Ｐ－１）の白色固体を得た。ＬＣ分析により得られた化合物（Ｐ－
１）の純度は９９．５％、収率は４３．８％であった。得られた固体のＸ線結晶回折ピー
ク（２θ）は４．２７°、８．５１°であった。
【０１１３】
［実施例６］
＜化合物（Ｐ－６）の製造＞
　フェノール（２２０ｇ、２．３ｍｏｌ）を４０℃に加温し融解させた後、３５％濃塩酸
（２．９ｇ、０．０２８ｍｏｌ）を加えた。そこへ、ｎ－オクタデカナール（１２５ｇ、
０．４７ｍｏｌ）を内温４５℃以下で４時間かけて分割添加した。滴下後、４０℃で１時
間熟成した後、炭酸水素ナトリウム水溶液で反応を停止させた。反応混合物における化合
物（Ｐ－６）の選択率は４７．６％であった。反応混合物からフェノールを１６０℃、２
０Ｔｏｒｒにて減圧留去した後、残渣（２２０ｇ）をトルエン（３４０ｇ）で抽出し、水
（２１５ｇ）で３回洗浄した。減圧下（２０Ｔｏｒｒ）、９０℃で溶媒を留去して粗精製
品（２０９ｇ）を得た。
【０１１４】



(27) JP 2017-200913 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

＜化合物（Ｐ－６）の精製＞
　得られた粗精製品にイソプロパノール（７２ｇ）およびヘプタン（５９０ｇ）を加え、
６０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温１５℃まで降温したのち１時間熟成さ
せた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、イソプロパノール（４ｇ）およびヘプタ
ン（９６ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得られた固体を４０℃で減圧乾燥することで
、化合物（Ｐ－６）の白色固体を得た。ＬＣ分析により得られた化合物（Ｐ－６）の純度
は９６．７％、収率は４０．６％であった。
【０１１５】
［実施例７］
＜化合物（Ｐ－１９）の製造＞
　フェノール（１８．８ｇ、０．２００ｍｏｌ）を４０℃に加温し融解させた後、ｐ－ト
ルエンスルホン酸一水和物（０．７６ｇ、４．０ｍｍｏｌ）を加えた。そこへ、２－トリ
デカノン（４．００ｇ、２０．２ｍｍｏｌ）および３－メルカプトプロピオン酸（０．０
５３ｇ、０．５０ｍｍｏｌ）を加えた後、６０℃にて２４時間加熱撹拌した。得られた反
応液に炭酸水素ナトリウム水溶液を加え反応を停止させた。反応混合物における化合物（
Ｐ－１９）の選択率は６２．６％であった。反応混合物から１６０℃、２０Ｔｏｒｒでフ
ェノールを減圧留去した後、残渣（８．８ｇ）をトルエン（１５ｇ）で抽出し、水（１０
ｇ）で３回洗浄した。減圧下（２０Ｔｏｒｒ）、９０℃で溶媒を留去して粗精製品（７．
４ｇ）を得た。
【０１１６】
＜化合物（Ｐ－１９）の精製＞
　得られた粗精製品にイソプロパノール（１．６ｇ）およびヘプタン（１６ｇ）を加え、
７０℃に加温して溶解させた。４２℃に降温、保持の後、種晶（化合物（Ｐ－１９）、２
．４ｍｇｇ）を加えて１時間保持した。その後、１０℃／時間で内温１５℃まで降温した
のち１時間熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、イソプロパノール（０
．０８０ｇ）およびヘプタン（７．９ｇ）の混合液でふりかけ洗浄した。得られた固体を
３０℃で減圧乾燥することで、化合物（Ｐ－１９）の白色固体を得た。ＬＣ分析により得
られた化合物（Ｐ－１９）の純度は９０．１％、収率は５４．５％であった。
【０１１７】
［比較例１］
　実施例１と同様に化合物（Ｐ－１）の粗精製品を得た後、塩化メチレン（３１０ｇ）を
加え、４０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温１５℃まで降温したのち１時間
熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、塩化メチレン（６２ｇ）でふりか
け洗浄した。得られた固体を４０℃で減圧乾燥することで、化合物（Ｐ－１）の白色固体
を得た。ＬＣ分析により得られた化合物（Ｐ－１）の純度は８２．９％であり、純度が不
十分であることが判明した。また、ＬＣ収率分析により得られた化合物（Ｐ－１）の収率
は２７．２％であった。さらに同様の方法を繰り返して純度９９．５％の固体を得た。得
られた固体のＸ線結晶回折ピーク（２θ）は４．４３°、４．７１°、４．９３°、８．
３０°、８．７８°、９．３９°であった。
【０１１８】
［比較例２］
　実施例１と同様に化合物（Ｐ－１）の粗精製品を得た後、トルエン（２５８ｇ）および
ヘプタン（２５８ｇ）を加え、６０℃に加温して溶解させた。１０℃／時間で内温１５℃
まで降温したのち１時間熟成させた。得られたスラリーをろ過し、１５℃にて、トルエン
（５２ｇ）およびヘプタン（５２ｇ）の混合液を加えてふりかけ洗浄した。得られた固体
を４０℃で減圧乾燥することで、化合物（Ｐ－１）の白色固体を得た。ＬＣ分析により得
られた化合物（Ｐ－１）の純度は８６．７％であり、純度が不十分であることが判明した
。また、ＬＣ収率分析により得られた化合物（Ｐ－１）の収率は３５．１％であった。さ
らに同様の方法を繰り返して純度９９．２％の固体を得た。得られた固体のＸ線結晶回折
ピーク（２θ）は４．９４°、８．２６°、８．７１°であった。
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【０１１９】
［比較例３］
　実施例７と同様にして化合物（Ｐ－１９）の粗精製品を得た。得られた粗精製品を種々
の濃度のトルエン／ヘプタン、酢酸エチル／ヘプタン、および塩化メチレン／ヘプタン混
合液にて析出工程を試みたが、いずれも固体として化合物（Ｐ－１９）を得ることができ
なかった。
【０１２０】
［比較例４］
　実施例７と同様にして化合物（Ｐ－１９）の粗精製品を得た。得られた粗精製品をシリ
カゲルカラムクロマトグラフィー（酢酸エチル／ヘプタン溶離液）にて精製し、ＬＣ純度
にて９３．３％の化合物（Ｐ－１９）の酢酸エチル／ヘプタン溶液を得、該溶液を減圧条
件にて濃縮乾固し溶媒を除去したが、得られた化合物（Ｐ－１９）は油状であった。
【０１２１】
　上記実施例１～７および比較例１～４の結果を下記表２にまとめる。
　また、実施例１～４および比較例１，２で得られた化合物（Ｐ－１）のＸＲＤ結晶回折
パターンを図１～６にそれぞれ示す。
【０１２２】
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【表２】

【０１２３】
　実施例１～７のように脂肪族アルコール溶媒を含む溶媒で晶析した場合、１回の析出工
程で十分な純度のビスフェノール化合物が得られ、また収率も高いことが明らかである。
比較例１や２のように他の溶媒を晶析溶媒として用いた場合は、単離収率が低く純度も不
十分で、高純度品取得のためにはさらなる精製を必要とした。また、実施例７と比較例３
および４とを比較すると、他の溶媒を用いた場合や、シリカゲルカラムクロマトグラフィ
ーで十分な純度のビスフェノール化合物を得ても、得られるビスフェノール化合物が油状
となる場合においても、本発明の方法による析出工程を経ることで、粉体として取得でき
ることが判る。
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　本発明の方法により、このような効率的な精製を行えるのは、脂肪族アルコール溶媒が
本発明のフェノール化合物のみと相互作用して特異的な結晶体を作りやすく、副生物の除
去効果が高まったり結晶性が向上したりしたためと考えられる。本発明の方法による析出
工程を経ることで得られるビスフェノール化合物の結晶体が特異な結晶構造を有している
という事実は、Ｘ線結晶回折ピークの結果が実施例１～４と比較例１および２を比較して
大きく異なることからも裏付けられる。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(31) JP 2017-200913 A 2017.11.9

【図５】

【図６】
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